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工事後のモニタリング計画の見直し案の概要 

 

１ 計画見直しの背景 

「工事後のモニタリング計画」は，村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場において平成１９年度

から平成２０年度にかけて行った支障除去対策工事終了後に，場内廃棄物による周辺の生活環境への

影響を把握し，地域住民の安全安心を確保するために実施する生活環境影響調査の計画を定めたもの

である。モニタリングにあたっては，調査方法等を適時見直すこととされており，平成２１年度以降

実施してきたモニタリング結果を踏まえ，今回見直しを行うこととした。 

 なお，本計画は平成２１年４月の施行以降，これまで４回の改正を行っており，直近では平成２８

年２月に見直しをかけている（資料５参照）。 

 

２ 計画見直しの方向性 

 平成２１年度以降のモニタリング結果を確認すると，調査項目によっては定量下限値未満や基準値 

に適合している状態が長期間続いていることから，見直しの内容を下表のとおり４つに分類し，この 

分類に基づき，モニタリング計画見直し案一覧表を作成した（資料６参照）。 

 

見直しの内容 見直しの理由 対象となる調査 

① 現状維持 A 対象物質の濃度が基準値に適合しないことがあるため 放流水水質調査，河川水水質調査，浸

透水水質調査及び地下水水質調査の 

一部項目 

B 水質の一般理化学性※を把握するために必要であるため 放流水水質調査，河川水水質調査，浸

透水水質調査及び地下水水質調査の 

一部項目 

C 検出下限値未満が継続しているが，本処分場の生活環境

保全上の支障は，有害ガス（硫化水素）及び悪臭による支障

又は支障のおそれであり，処分場内の常時監視を行うため 

硫化水素連続調査 

D 対象物質の濃度が定量下限値未満である状態が継続し

ているが，処分場の維持管理基準で年１回の調査が必要とさ

れているため 

浸透水水質調査の一部項目 

E 鉛や砒素など懸濁物質の影響を受けやすい物質の濃度

を把握する上でSS（浮遊物質量）は重要な指標となるため 

浸透水水質調査及び地下水水質調査に

おけるSS（浮遊物質量） 

F ガスの発生がなく，かつ，有害ガス（硫化水素，メタン）

の濃度もゼロとなる地点が未だに存在しないため 

発生ガス調査 

G 有害物質を含む浸透水の広がりを確認するため，地下水

の流れを把握する必要があるため 

地下水位調査 

H 硫化水素濃度は定量下限値未満が継続しているが，埋立

廃棄物層中の硫化水素が大気中に拡散されるのを抑える多

機能性覆土の効果が持続しているかを確認するため 

多機能性覆土状況調査 

I 硫化水素濃度は定量下限値未満が継続しているが，過去

に高濃度の硫化水素が確認された地点の状態を把握するた

め 

地表ガス調査 

資料４ 
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※ 水質の一般理化学性 

環境分析等の分野で主に使われる用語であり，一般理化学性を把握することで観測井戸の水質の傾向を確認できる。これ

により，浸透水と地下水の水質の傾向の違いを見分けることができ，浸透水が地下水に影響を与えていないことなどを確

認できる。   例. pH，水温，電気伝導率，酸化還元電位，塩化物イオン，硫酸イオン等 

 

３ 計画見直しに係るスケジュール 

 令和 4 年度 令和 5 年度 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 

評価委員会      ○    ○      

①素案作成                

②諮問      ○          

③修正                

④再提示          〇      

⑤再修正                

⑥答申            ○    

⑦施行             ○   

 

② 調査頻度 

年４回⇒年１回 

A 対象物質の濃度が基準値に適合する状態が２年以上継

続しているため 

 

大気環境調査，放流水水質調査，河川

水水質調査，浸透水水質調査及び地下

水水質調査の一部項目 

B 基準値はないが，対象物質の濃度が減少傾向又は低濃度

で推移しているため 

大気環境調査，放流水水質調査，河川

水水質調査，浸透水水質調査及び地下

水水質調査の一部項目 

C 対象物質の濃度が定量下限値未満である状態が継続し

ているが，処分場の維持管理基準で年１回の調査が必要とさ

れているため 

浸透水水質調査の一部項目 

③ 調査を終了 A 対象物質の濃度が定量下限値未満である状態が２年以

上継続しているため 

放流水水質調査，河川水水質調査及び

地下水水質調査の一部項目 

B 基準値はないが，対象物質の濃度が減少傾向又は低濃度

で推移しており，当該物質とアンモニアの共存による魚類の

斃死も確認されていないため 

放流水水質調査及び河川水水質調査に

おける無機体炭素 

C 平成３０年５月以降，ＡＯＤ値は基準値である４００％

を上回っており，上下流で大きな差異は見られておらず，魚

類の斃死も確認されていないため 

バイオモニタリング調査 

D 同一の項目を別調査（年４回）でも測定しているため 浸透水調査，下流地下水状況調査及び

放流水状況調査（いずれも毎月調査） 

④  調査頻度 

年４回⇒年２回 

かつ 

調査地点縮小 

・測定時期に関係なく対照地点との温度差が減少しているた

め，気温の季節差が大きい夏季と冬季に限定する 

 

・縮小対象地点の地中温度と，比較対照地点の地中温度を比

較すると，温度差はほとんど見られない又は比較対照地点の

ほうが温度が高い傾向にあるため 

地中温度調査 


